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本研究では，ポストコロナにおける都市圏の通勤鉄道需要の構造変化を想定し，ラッシュアワーにおけ

る時間帯別運賃導入の影響をシミュレーションによって分析した．シミュレーションでは，2 種類の通勤

スタイルが異なる通勤者を想定した出発時刻選択・乗客需要均衡配分モデルと最善課金導出のためのシス

テム最適配分モデルを構築した．ポストコロナを想定した 3 種類のシナリオ（①在宅勤務の増加，②フレ

ックスの増加，③混雑に対する抵抗感の増加）のもとでシミュレーションを行った結果，コロナ前から混

雑率や時間帯別運賃によって得られる課金分の総料金収入が変化することを確認した．最後に，構築した

モデルを実路線に適用し，今後起こり得る通勤者の出発時刻選択行動の変化を示した． 

 

     Key Words: departure time choice, first-best congestion pricing, urban railway, user equilibrium, sys-

tem optimal 

 

 

1. はじめに 

 

現在，世界的に新型コロナウイルス (COVID-19) が流

行している．感染者数の増加に応じて発令される緊急事

態宣言や自粛要請に伴い，人々の生活や経済活動に大き

な影響を及ぼしており，特に，通勤・通学・余暇活動な

どにおいて，人々の行動が大きく変化している． 

本研究では首都圏の鉄道利用を念頭に，COVID-19 が

もたらした影響について検討する．首都圏の鉄道利用に

COVID-19がもたらした影響として以下の 2つがある．1

点目は，「混雑を避けた時間帯・車両の利用の促進」で

ある．国土交通省や首都圏鉄道各社の働きかけなどによ

り，混雑を回避するための時差通勤や在宅勤務の割合が

増加している 1)．2 点目は，「列車内の混雑に対する抵

抗感の増加」である．コロナ前に比べて混雑している状

況を避けようという通勤者が増加しており，車両内にお

ける感染への不安の拡大が示唆される 2)．さらに，

COVID-19 により在宅勤務をはじめとする多様な働き方

が進んでいる．そして，こうした動きは今後も継続する

可能性も考えられる． 

鉄道通勤者の働き方の変化に伴い，首都圏鉄道の通勤

定期券利用は減少などもあり，運賃収入が大きく減少し

ている 3)．こうした中，一部の鉄道会社では運賃に対す

る時間帯別運賃（ダイナミックプライシング，以降 DP

と表記）の導入に向けた動きが見られる．DP とは，ピ

ーク時の運賃を上乗せして鉄道需要の平準化を目指す運

賃制度である．また，国も第 2次交通政策基本計画 4)の

中で，DPについて言及している．このように，DPの導

入への動きが加速しており，鉄道通勤者の行動変化にも

さらなる影響を与えることが予想される． 

DP 設定，いわゆるプライシングスケジュールの検討

においては，COVID-19 によって大きく変化した働き方

や混雑に対する意識の変化が都市鉄道通勤者の出発時刻

選択行動にどのような変化をもたらすのかを予測した上

で，時間帯別に最適な運賃設定を行う必要がある． 

そこで本研究では，ポストコロナの都市鉄道を念頭に，

需要構造の変化を想定し，都市鉄道における DP はどう

あるべきかをシミュレーションによって分析する． 

本研究において想定するポストコロナにおける変化は

特に，以下の 3項目とする． 

・ 在宅勤務の増加 

 在宅勤務を現状のまま続ける通勤者が一定程

度いるために，駅間鉄道 OD 需要がポストコ

ロナにおいても一定程度減少する状況を想定． 

・ フレックスの増加 

 出社時刻を柔軟に選ぶことができる通勤者の
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比率がポストコロナにおいては増加する状況

を想定． 

・ 混雑に対する抵抗感の増加 

 感染への不安に伴い車内混雑に対して増加し

た抵抗感が，ポストコロナにおいても継続す

る状況を想定． 

これらの想定に基づき，都市鉄道における DPの導入に

ついて交通均衡モデルを基礎としたシミュレーションに

よって分析する． 

 

 

2. 既往研究の整理と本研究の位置付け 

 

 (1) 出発時刻選択モデル（スケジューリングモデル） 

出発時刻選択行動を対象とした研究は数多く行われて

いる．一般的に出発時刻選択モデルでは，利用者の不効

用（スケジュールコスト）𝑢(𝑡𝐷 , 𝑎) を利用者の出発時刻 

𝑡𝐷 と到着時刻 𝑎 を引数として規定する． 

現在でも広く用いられている出発時刻選択モデルとし

て，Vickrey (1969)5)が提案し，その後 Small (1982)6)やArnott 

(1993)7)によって精緻化された“Step Model (𝛼 − 𝛽 − 𝛾 pref-

erence)”がある．図-1で示すように，Step Modelでは，利

用者が希望到着時刻 𝑎∗ よりも早く到着した場合の限界

不効用を 𝛽，遅く到着した場合の限界不効用を 𝛾 ，移動

時間の限界不効用（時間価値）を 𝛼 で表す．スケジュ

ールコスト 𝑐(𝑡𝐷, 𝑎) は式 (1) のように表される． 

𝑐(𝑡𝐷, 𝑎) = 𝛼(𝑎 − 𝑡𝐷) + 𝛽min(0, 𝑎 − 𝑎
∗) 

+𝛾max(0, 𝑎 − 𝑎∗) (1) 

𝑐(𝑡𝐷, 𝑎) は希望到着時刻 𝑎∗ に依存しているため，出社

時刻が決まっている通勤者を想定した出発時刻選択モデ

ルであると解釈することができる． 

 これに対し，限界効用が時刻とともに変化する出発時

刻選択モデルとして，Vickrey (1973)8)が提案し，その後

Tseng and Verhoef (2008)9)や Fosgerau and Engelson (2011)10)によ

って更なる研究が行われた“Slope Model”がある． Slope 

Model では「利用者は自宅に滞在し続けることから得ら

れる効用と，目的地に滞在し続けることから得られる効

用の総和に基づいて出発時刻を決める」状況を直接的に

記述している．図-2のように，自宅滞在時間の限界効用 

𝐻(𝑡)，目的地滞在時間の限界効用 𝑊(𝑡) を式 (2), 式 (3) の

ようにそれぞれ線形で与える． 

𝐻(𝑡) = 𝛽0 + 𝛽1𝑡 (2) 

𝑊(𝑡) = 𝛾0 + 𝛾1𝑡 (3) 

このとき，自宅を 𝑡𝐷 に出発し，目的地に 𝑎 に到着する

（総移動所要時間 𝑇：𝑇 = 𝑎 − 𝑡𝐷）利用者のスケジュー

ルコスト 𝑐(𝑡𝐷 , 𝑎) は式 (4) で表される． 

𝑐(𝑡𝐷 , 𝑎) = ∫ 𝐻(𝑡)𝑑𝑡
𝑡∗

𝑡𝐷

+∫ 𝑊(𝑡)𝑑𝑡
𝑎

𝑡∗
(4) 

Slope Modelの 𝑐(𝑡𝐷, 𝑎) は，総移動所要時間 𝑇 に依存する

ことが分かる．また，希望到着時刻 𝑎∗ に依存しないこ

とも示される．そのため，希望到着時刻 𝑎∗ に依存する

Step Model とは異なり，Slope Model では，出社時刻が明

確に定まっていないフレックス通勤者を想定した出発時

刻選択モデルであると解釈できる． 

 

(2) 乗客需要均衡配分モデル 

 出発時刻選択モデルと利用者均衡モデルを統合するこ

とで，混雑した鉄道路線における鉄道通勤者の出発時刻

分布を導出する研究が見られる． 

Tian et al. (2007)11)は，複数の郊外駅から単一の都心駅に

向かう多対一の単一方向路線を仮定し，利用者均衡条件

に基づいて混雑コストとスケジュールコストのトレード

オフを考慮して，各通勤者の出発時刻・列車の選択パタ

ーン（出発時刻分布）を導出した．スケジュールコスト

には Step Modelを用いており，全通勤者の出社時刻が決

まっている想定で出発時刻分布を導出している． 

Xie and Fukuda (2014)12)も同様のフレームで出発時刻分布

 

図-1 Step Modelによるスケジュールコストの表現 

 

 

図-2 Slope Modelによるスケジュールコストの表現 

 

限界効用

 𝑎  𝑡𝐷 𝑡∗

𝛽 𝛾

𝛼 𝑎 − 𝑡𝐷

時刻

希望
到着時刻

実際の
到着時刻

出発時刻

スケジュールコスト

限界効用

時刻

𝐻 𝑡 = 𝛽0 + 𝛽1𝑡

𝑊 𝑡 = 𝛾0 + 𝛾1𝑡

 𝑎  𝑡𝐷 𝑡∗

自宅滞在限界効用

目的地滞在限界効用

出発時刻 実際の
到着時刻

𝑇

スケジュールコスト
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を導出しているが，スケジュールコストにSlope Modelが

用いられている．つまり全通勤者はフレックスで働いて

いる想定をしている．さらに，システム最適条件に基づ

く出発時刻分布を導出し，限界費用形成原理に基づく

First-Best-Pricingスケジュールも求めている． 

 

(3) 本研究の位置付け 

このように，出発時刻選択モデルを用いた研究は数多

く行われているが，そのほとんどが Step Modelに基づく

ものである．また，出発時刻分布の導出においては，全

通勤者が同質であることを想定しており，多様な通勤ス

タイルの通勤者が混在する状況を記述できていない． 

 そこで本研究では，Tian et al. (2007)11)と Xie and Fukuda 

(2014)12)を拡張し，2 種類の通勤者が同じ列車を利用する

状況をマルチクラス交通均衡配分モデル 13)に基づいて記

述する．その上で，ポストコロナにおける変化を考慮し

たシナリオ毎にDP導入について分析する． 

 

 

3. 出発時刻選択・乗客需要均衡配分モデルの構

築 

 

マルチクラス交通均衡配分モデルでは，出社時間が

決まっている通勤者（Step Model に従う通勤スタイル）

と出社時間が明確に定まっていないフレックス通勤者

（Slope Modelに従う通勤スタイル）の 2種類とし，𝑏 =

{𝑠𝑡𝑒𝑝, 𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒} でラベル付けする．定式化において用い

る変数とパラメータの一覧を表-1に示す． 

 

(1) 対象路線の概要 

シミュレーションを行う鉄道路線は，Tian et al. (2007)11)

及び Xie and Fukuda (2014)12)に準拠し，図-3 に示す複数の

郊外駅から単一の都心駅に向かう多対一の単一方向路線

とする．列車 𝑗 を利用して 𝑟 駅を出発する通勤者数（需

要）は 𝑛𝑗
𝑟
 で表され，それらを各駅で足し合わせること

で 𝑟 駅の通勤者数（需要）は 𝑞𝑟  で表される．つまり，

通勤者数に関する保存則が成り立つ．ここで簡単のため

に，𝑞𝑟  と駅間 𝑖 における移動時間 𝜏𝑖  はそれぞれ一定と

する．配分シミュレーションでは，後述する利用者均衡

条件・システム最適化原則に対して最適な 𝑛𝑗
𝑟
 を求める． 

 

(2) ユーザーコスト 

𝑟 駅を出発する列車 𝑗 に乗る乗客 1 人あたりのユーザ

ーコスト 𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 は，混雑コスト 𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 とスケジュールコ

スト 𝑉𝑗
𝑟,𝑏

 の和で表される． 

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑏 = 𝐶𝑗

𝑟,𝑏 + 𝑉𝑗
𝑟,𝑏 (5) 

混雑コスト 𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 は，Step Modelと Slope Modelともに，

混雑コスト関数 𝑔𝑗(∙) と駅間移動時間 𝜏𝑖 の積で表される． 

𝐶𝑗
𝑟,𝑏 =∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏

𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

) 𝜏𝑖 (6)
 

ここで，混雑コスト関数 𝑔𝑗(∙) は，乗客 𝑛 と列車 𝑗 の定

員 𝑘𝑗 の関係で表される． 

𝑔𝑗(∙) = 𝜃 (
𝑛

𝑘𝑗
)

2

(7) 

Step Modelのスケジュールコスト 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 は，式 (1) にお

ける早着と遅着の項の和で表される． 

𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

= 𝛽max(0, 𝑎∗ − 𝑗) + 𝛾max(0, 𝑗 − 𝑎∗) (8) 

Slope Modelのスケジュールコストは，式 (2) - (4) に基づ

き式 (9)のように表される． 

𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

= ∫ (𝛽0 + 𝛽1𝑡)𝑑𝑡
𝑡∗

𝑡𝐷

+∫ (𝛾0 + 𝛾1𝑡)𝑑𝑡
𝑎

𝑡∗
 

=
𝛾1
2
(𝑗 + 𝑇𝑟)

2 −
𝛽1
2
𝑗2 + (𝛾0 − 𝛽0)𝑗 

+𝛾0𝑇𝑟 +
(𝛽0 − 𝛾0)

2

2(𝛾1 − 𝛽1)
(9) 

式 (5) - (9) より，通勤スタイル別にユーザーコストを記述

すると，式 (10) - (11) で表される． 

Step Modelのユーザーコスト： 

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

= 𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

+ 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 

= ∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

) 𝜏𝑖 + 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (10)

 

 

 

図-3 仮想の都市鉄道路線：空間的な表現 

 

目的地の駅/職場

出発駅/自宅
 = 1, 2, , 𝑟,   

各駅の通勤者数・需要（一定）
𝑟 駅の需要： 𝑞𝑟

移動時間(一定)
駅間 𝑖 における移動時間： 𝜏𝑖
駅間

 = 1, 2, , 𝑖,   𝑖 = 𝑟,  =  

 3 2 1 

𝜏𝑅 𝜏𝑅 1 𝜏2 𝜏1

𝑞𝑅 𝑞 𝑞2 𝑞1

複数の郊外駅単一の都心駅

単一方向のみ

選択可能な列車セット
 = 1, 2, , 𝑗,   
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Slope Modelのユーザーコスト： 

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

= 𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

+ 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 

= ∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

) 𝜏𝑖 + 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 (11)

 

 

(3) 利用者均衡配分 

マルチクラスユーザーを想定した利用者均衡では，通

勤スタイル別に利用者均衡を仮定しているため，出発時

刻選択に関する利用者均衡条件が通勤スタイル別にそれ

ぞれ成立する．これは式 (12) - (17) で表される． 

Step Modelの利用者均衡条件： 

{
 
 

 
 𝑈𝐶𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝
≥ 𝑈𝐶𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 ,  𝑖𝑓 𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝
= 0

𝑠𝑡𝑒𝑝 ∈ 𝐵,  𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 ,  𝑟 ∈  

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

= 𝑈𝐶𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝,  𝑖𝑓 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

> 0

𝑠𝑡𝑒𝑝 ∈ 𝐵,  𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 ,  𝑟 ∈  

(12)

 

制約条件（通勤者数に関する非負条件と保存則）： 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

≥ 0,  𝑠𝑡𝑒𝑝 ∈ 𝐵,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (13) 

∑ 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑗∈𝑍𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

= 𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝,  𝑠𝑡𝑒𝑝 ∈ 𝐵,  ∀𝑟 ∈  (14)
 

Slope Modelの利用者均衡条件： 

{
 
 

 
 𝑈𝐶𝑗

𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒
≥ 𝑈𝐶𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ,  𝑖𝑓 𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒
= 0

𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ∈ 𝐵,  𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ,  𝑟 ∈  

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

= 𝑈𝐶𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ,  𝑖𝑓 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

> 0

𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ∈ 𝐵,  𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ,  𝑟 ∈  

(15)

 

制約条件（通勤者数に関する非負条件と保存則）： 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

≥ 0,  𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ∈ 𝐵,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒(16) 

∑ 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑗∈𝑍𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

= 𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ,  𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ∈ 𝐵,  ∀𝑟 ∈  (17)
 

式 (12) - (17) を同時に満たす各駅各列車の通勤者数を連

立不等式を解いて直接的に求めることは困難であるため，

等価な数理最適化問題に置き換え，その問題を数値計算

によって求める．式 (12) - (17) で表される利用者均衡時の

表-1 変数・パラメータの定義 

 

変数 定義 

  出発駅の集合（要素を 𝑟 とする）  = {1, 2,… , 𝑟, … ,  } 

  駅間リンク集合（要素を 𝑖 とする）  = {1, 2,… , 𝑖, … ,  } (ここに，𝑖 = 𝑟,  =  ) 

𝐵 通勤スタイル (Step Model, Slope Model) の集合（要素を 𝑏 とする） 𝑏 ∈ 𝐵, 𝑏 = {𝑠𝑡𝑒𝑝, 𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒} 

 𝑟,𝑏 
𝑟 駅から目的地間の列車 𝑗 の通勤スタイル 𝑏 についての選択可能な列車の集合（要素を 𝑗 とする） 

  𝑟,𝑏 = {1, 2,… , 𝑗, … ,  } 

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 𝑟 駅から目的地間の列車 𝑗 の通勤スタイル 𝑏 についてのユーザーコスト 

𝑈𝐶𝑟,𝑏 𝑟 駅から目的地間の列車 𝑗 の通勤スタイル 𝑏 についての最小ユーザーコスト 

𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 𝑟 駅から目的地間の列車 𝑗 の通勤スタイル 𝑏 についての混雑コスト 

𝑉𝑗
𝑟,𝑏

 𝑟 駅から目的地間の列車 𝑗 の通勤スタイル 𝑏 についてのスケジュールコスト 

𝑛𝑗
𝑟,𝑏

 𝑟 駅から列車 𝑗 に乗る通勤スタイル 𝑏 の通勤者数（需要） 

𝜏𝑖 駅間 𝑖 における移動時間 

𝑘𝑗  列車 𝑗 の定員 

𝑎∗ 希望到着時刻 

𝑇𝑟 𝑟 駅から目的地までの移動時間 

𝑞𝑟,𝑏 𝑟 駅における通勤スタイル 𝑏 の総通勤者数（総需要） 

𝜆𝑟,𝑏 ラグランジュ乗数 

𝑇𝐶(𝑛𝑗
𝑟,𝑏) 通勤スタイル 𝑏 のネットワーク全体の総旅行費用 

𝑛𝑗
𝑟,𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙

 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 と 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 の和 

𝑇𝐶(𝑛𝑗
𝑟,𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙) ネットワーク全体の総旅行費用 

𝑀𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 通勤スタイル 𝑏 の社会的限界費用 

𝑀𝐸𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 通勤スタイル 𝑏 の限界外部費用 

 

パラメータ 定義 

𝛽 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 の早着に関するパラメータ 

𝛾 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 の遅着に関するパラメータ 

𝛽0, 𝛽1 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 の自宅滞在限界効用に関するパラメータ 

𝛾0, 𝛾1 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 の目的地滞在限界効用に関するパラメータ 

𝜃 混雑率指数 𝐶   に関するパラメータ 
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通勤スタイル別各駅各列車の通勤者数 𝑛𝑗
𝑟,𝑏

 を求めるこ

とは，次の式 (18) - (20) で表される Beckmann型 14)の数理

最適化問題の解を求めることと等価である． 

min 𝑧(𝒏) =∑∑𝐺𝑖𝑗

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑖=1

(∑∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏

𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

)
 

+∑∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝑅

𝑟=1

𝑉𝑗
𝑟,𝑏

𝐽

𝑗=1𝑏∈𝐵

(18)
 

制約条件（通勤者数に関する非負条件と保存則） 

𝑛𝑗
𝑟,𝑏 ≥ 0,  ∀𝑏 ∈ 𝐵,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑏 (19) 

∑ 𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝑗∈𝑍𝑏

= 𝑞𝑟,𝑏 ,  ∀𝑏 ∈ 𝐵,  ∀𝑟 ∈  (20)
 

ここで， 

𝐺𝑖𝑗 (∑∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏

𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

) = ∫ 𝑔𝑗(𝜔)𝜏𝑖𝑑𝜔
∑ ∑ 𝑛𝑗

𝑚,𝑏𝑖
𝑚=1𝑏∈𝐵

0

(21)
 

上記の制約条件付き非線形最適化問題（式 (18) - (20)）

の最適性条件であるKKT (Karush-Kuhn-Tucker) 条件を調べ

ることで，等価な最適化問題の解が利用者均衡を満足す

ることの詳細については付録 1 に示す．また，式 (18) - 

(20) で表される利用者均衡条件と等価な数理最適化問題

の解の一意性の証明は付録 2に示す． 

 

(4) システム最適配分 

通勤スタイル毎のネットワーク全体の総旅行費用は，

式 (22) と式 (23) で表される． 

Step Model旅行者全体の総旅行費用： 

𝑇𝐶(𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

) = ∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑟=1
 

= ∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑟=1

∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

)𝜏𝑖  

+∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑅

𝑟=1

𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝐽

𝑗=1

(22)
 

Slope Model旅行者全体の総旅行費用：  

𝑇𝐶(𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

) =∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑟=1
 

= ∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑟=1

∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

) 𝜏𝑖  

+∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑅

𝑟=1

𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝐽

𝑗=1

(23)
 

式 (22) と式 (23) より，ネットワーク全体の総旅行費用は， 

𝑇𝐶(𝑛𝑗
𝑟,𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙) = 𝑇𝐶(𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝
) + 𝑇𝐶(𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒
) 

= ∑∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑟=1

∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏

𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

)

𝑏∈𝐵

𝜏𝑖  

+∑∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝑅

𝑟=1

𝑉𝑗
𝑟,𝑏

𝐽

𝑗=1𝑏∈𝐵

(24)
 

で与えられる． 

以上より，システム最適配分を定式化すると，式 (25) 

で表される． 

min 𝑠(𝒏) =∑∑𝐻𝑖𝑗

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑖=1

(∑∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏

𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

)
 

+∑∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝑅

𝑟=1

𝑉𝑗
𝑟,𝑏

𝐽

𝑗=1𝑏∈𝐵

(25)
 

ここで， 

𝐻𝑖𝑗 (∑∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏

𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

)
 

= ∫ (𝑔𝑗(𝜔)𝜏𝑖 + 𝜔
𝜕𝑔𝑗(𝜔)𝜏𝑖

𝜕𝜔
)

∑ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

0

𝑑𝜔 

= (∑∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏

𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

)∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏

𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

) 𝜏𝑖 (26)
 

式 (26) を式 (18)（目的関数の式）に代入することで，

システム最適配分は式 (27) - (29) で表すこともできる． 

min 𝑠(𝑛) = ∑∑∑𝑛𝑗
𝑖,𝑏

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑖=1𝑏∈𝐵

∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑏

𝑖

𝑚=1𝑏∈𝐵

) 𝜏𝑖  

+∑∑∑𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝑅

𝑟=1

𝑉𝑗
𝑟,𝑏

𝐽

𝑗=1𝑏∈𝐵

(27)
 

制約条件： 

𝑛𝑗
𝑟,𝑏 ≥ 0,  ∀𝑏 ∈ 𝐵,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑏 (28) 

∑ 𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝑗∈𝑍𝑏

= 𝑞𝑟,𝑏 ,  ∀𝑏 ∈ 𝐵,  ∀𝑟 ∈  (29)
 

 

(5) First-Best-Pricingの導出 

First-Best-Pricing（最適課金）は，社会的限界費用と私

的限界費用の差分に相当する額を混雑課金として設定す

ることで導かれる 15)． 

社会的限界費用 𝑀𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 は，一人の乗客が加わること

による社会的費用の増加分（ネットワーク全体の総旅行
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費用 𝑇𝐶(𝑛𝑗
𝑟,𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙) の増加分）のことであり，ネットワー

ク全体の総旅行費用 𝑇𝐶(𝑛𝑗
𝑟,𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙) の微分で表される． 

𝑀𝐶𝑗
𝑟,𝑏 =

∂𝑇𝐶(𝑛𝑗
𝑟,𝑡𝑜𝑡𝑎𝑙)

∂𝑛𝑗
𝑟,𝑏  

= 𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑏 + (∑𝑛𝑗

𝑟,𝑏

𝑏∈𝐵

)
∂𝑈𝐶𝑗

𝑟,𝑏

∂(∑ 𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝑏∈𝐵 )
(30)

 

これより，限界外部費用 𝑀𝐸𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 は以下で表される． 

𝑀𝐸𝐶𝑗
𝑟,𝑏 = 𝑀𝐶𝑗

𝑟,𝑏 − 𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 

= (∑𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝑏∈𝐵

)
∂𝑈𝐶𝑗

𝑟,𝑏

∂(∑ 𝑛𝑗
𝑟,𝑏

𝑏∈𝐵 )
(31)

 

式 (31) より，通勤スタイル別に限界外部費用 𝑀𝐸𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 を

記述すると，式 (32) と式 (33) で表される． 

Step Modelの限界外部費用： 

𝑀𝐸𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

= (𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

+ 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

)
∂𝑈𝐶𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

∂ (𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

+ 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

) 

= 2∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

)𝜏𝑖 (32)
 

Slope Modelの限界外部費用： 

𝑀𝐸𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

= (𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

+ 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

)
∂𝑈𝐶𝑗

𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

∂ (𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

+ 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

) 

= 2∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

)𝜏𝑖 (33)
 

 式 (32) と式 (33) より，Step Modelと Slope Modelの First-

Best-Pricing は一致する．これらの社会的限界費用を混雑

課金として乗客に課すことで，乗客は自分が鉄道のネッ

トワークに加わることによる社会的費用の増加分を負担

する．そして混雑課金を課した状態での利用者均衡によ

る配分結果は，システム最適配分の結果と一致する． 

 本研究では，限界外部費用 𝑀𝐸𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 を貨幣換算するた

め，以下のXie and Fukuda (2014)12)の手順に従う． 

① 乗車券運賃の限界効用の算出： 

混雑率指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 を大都市交通センサ

ス（首都圏）から推定された混雑率指数  𝐶   の値 

175.82 Yen/hr ∙ %2  で割ることで，乗車券運賃の限界

効用を求める． 

② 限界外部費用の貨幣換算： 

限界外部費用 𝑀𝐸𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 を①で求めた乗車券運賃の限界

効用で割ることで，限界外部費用 𝑀𝐸𝐶𝑗
𝑟,𝑏

 を円単位で表

現し，それを混雑課金額（円）とする． 

 

 

4. 時間帯別課金シミュレーション 

 

(1) はじめに 

a) シナリオの概要 

本研究で想定するポストコロナにおける変化は第 1章

での考察を基に以下の 3項目とし，各項目の想定に基づ

くシナリオ毎に時間帯別課金シミュレーションを行う．  

・ シナリオ 1：在宅勤務の増加 

・ シナリオ 2：フレックスの増加 

・ シナリオ 3：混雑に対する抵抗感の増加 

なお，シナリオ毎に複数のケースを設定し，出力される

到着時刻分布，混雑率，時間帯別課金分布を比較して，

コロナ前からポストコロナへの変化を分析する．  

b) 全シナリオに共通する前提条件 

全シナリオに共通する分析条件を表-2に，パラメータ

設定を表-3に示す．表-2中の混雑率指数 𝐶   および表-3

中のパラメータの数値は，Xie and Fukuda (2014)12)の推定結

果を用いた． 

時間帯別課金シミュレーションにおける最適化の数値

計算には Pythonのオープンパッケージである SciPyと，

制約条件付き最適化問題を扱うアルゴリズムである

Sequential Least Squares Programming (SLSQP)を用いた． 

次節以降ではシナリオ毎に分析を行うが，ベースとな

るコロナ前を想定したケースを以下のシナリオ 0とする． 

【シナリオ 0の条件】 

・ 各出発駅の総通勤者数𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 + 𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒：10000 

・ 各出発駅の総通勤者数のうち，Step Model に従う人

数𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝：7500 （全体の 75%） 

・ 各出発駅の総通勤者数のうち，Slope Model に従う

人数𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒：2500 （全体の 25%） 

 

表-2 全シナリオに共通する分析条件 

 

分析条件  

出発駅の数 6 

列車の運行間隔 0.05 (3 分) 

駅間の移動時間 𝜏𝑖 0.1 (6分) 

列車の定員 𝑘𝑗  1500 

対象とする列車の運行時間帯 AM7:24~AM8:39 (合計26本) 

希望到着時刻 𝑎∗ AM9:00 

混雑率指数 𝐶   175.82 Yen/hr ∙ %2 

 

表-3 全シナリオに共通するパラメータの数値設定 

 

スケジューリングパラメータ Step Model Slope Model 

𝛽 (/hr) 1.500  

𝛾 (/hr) 6.230  

𝛾0 − 𝛽0 (/hr)  -55.400 

𝛽1 − 𝛾1 (/hr
2)  -6.450 

𝛾1 (/hr
2)  5.760 

𝛽0 (/hr)  5.927 
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・ 混雑率指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 の値：0.4 

→Xie and Fukuda (2014)12)の推定結果を用いた． 

シナリオ 0のシミュレーション結果として，図-4に課

金前における利用者均衡配分 (UE) の到着時刻分布，図-5

に課金後における利用者均衡配分（本論文ではUEpricing

と表記）の到着時刻分布，図-6に課金後における各駅各

列車の混雑率を示す．到着時刻分布は列車毎のユーザー

コスト (User Cost) も示す．到着時刻分布は，Tian et al. 

(2007)11)で示された Step Model の結果と Xie and Fukuda 

(2014)12)で示された Slope Model の結果を混合したような

形状になっており，UE（図-4）と UEpricing（図-5）とも

に，Step Model通勤者と Slope Model通勤者とで選択する

列車が明確に分かれていることも確認できる．これは，

Xiao et al. (2017)16)の分析と同様の結果である．User Costに

着目すると，Step Model通勤者が選択する列車のUser Cost，

Slope Model通勤者が選択する列車のUser Costはそれぞれ

一定であり，利用者均衡条件が成立していることが確認

される．  

 図-7 に通勤スタイル別の時間帯別課金分布を示す．

Xie and Fukuda (2014)12)より，Step Modelの課金分布は課金

額の最大値が他の列車に比べて特に大きく，Slope Model

の課金分布は課金額の変動が緩やかで対照的な分布形状

であった．それらを混合したマルチクラス交通均衡配分

による課金分布（図-7）では，希望到着時刻付近に到着

する列車では Step Modelの特徴が見られ，目的地に早い

時刻に到着する列車ではSlope Modelの特徴が見られた．

また，Step Modelと Slope Modelの通勤者の両方が乗る列

車では課金額が一時的に小さくなることも確認した．  

 

(2) シナリオ1：在宅勤務が増加する場合 

シナリオ 1では，在宅勤務が増加する場合を考える．

これを鉄道を利用する通勤者数（需要）𝑞𝑟,𝑏が減少する

ことによって表現する．シナリオ 1の比較条件として，

 

 

 

図-4 シナリオ 0：課金前における利用者均衡配分 (UE) の 

到着時刻分布 

 

 

 

図-5 シナリオ 0：課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) 

の到着時刻分布 

 

 

 

図-6 シナリオ 0：課金後における各駅各列車の混雑率 

 

 

 

図-7 シナリオ 0：通勤スタイル別の時間帯別課金分布 

※Step ModelとSlope Modelのそれぞれがこの分布となる 
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実社会の変化を考慮したケースを表-4のように設定する．

ケース 1-2 の設定は在宅勤務の調査結果に基づく 1)．ケ

ース 1-3の設定はテレワーク人口実態調査 17)の結果に基

づく．ケース間での比較を簡単にするために，全ケース

において Step Model（出社時間が決まっている通勤者）

とSlope Model（フレックスの通勤者）の割合を75% : 25%

で統一する．また，混雑率指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 の

値は，全ケースにおいて 0.4とする． 

シナリオ 1では，ケース 1-2の結果のみを示す．図-8

に課金前における利用者均衡配分 (UE) の到着時刻分布，

図-9に課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) の到着

時刻分布，図-10 に課金後における各駅各列車の混雑率，

図-11 に通勤スタイル別の時間帯別課金分布を示す．ま

 

 

 

図-8 ケース 1-2：課金前における利用者均衡配分 (UE) の 

到着時刻分布 

 

 

 

図-9 ケース 1-2：課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) の

到着時刻分布 

 

表-4 シナリオ1の分析ケース 

 

ケース 実社会の変化 各出発駅の総通勤者数（総需要）𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 + 𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 

シナリオ 0 コロナ前 10000 

1-2 
ポストコロナの想定： 

・需要が全駅でコロナ前から 20%減少 
8000 

1-3 

ポストコロナの想定： 

・郊外寄りの 3駅の需要は 30%減少 

・都心寄りの 3駅の需要は 10%減少 

Station1-3（郊外寄り）: 7000 

Station4-6（都心寄り）: 9000 

 

 

 

図-10 ケース 1-2：課金後における各駅各列車の混雑率 

 

 

 

図-11 ケース 1-2：通勤スタイル別の時間帯別課金分布 

※Step ModelとSlope Modelのそれぞれがこの分布となる 
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た，到着時刻分布には列車毎のユーザーコスト (User 

Cost) も通勤スタイル別に示す．シナリオ 0と同様，通勤

スタイル毎に選択する列車に明確な違いが見られた．

UEとUEpricingともに，シナリオ0よりもケース1-2の方

が選択される列車の数が少ないが，課金額は各駅で 50

円程度安い．したがって，在宅勤務の増加に伴う需要の

減少により，通勤者が選択する列車の幅は狭まり，通勤

者の課金による負担も小さくなると考えられる． 

次に，評価指標に基づいてケース間での比較を行い，

在宅勤務が増加する場合に起こり得る変化を考える．到

着時刻分布の分析には課金後における利用者均衡配分 

(UEpricing) での各列車のユーザーコストを評価指標とし，

DP 導入に伴うコストの変化に着目する．時間帯別課金

分布の分析には課金分の総料金収入を評価指標とし，

DP 導入に伴う鉄道事業者の追加収入に着目する．課金

分の総料金収入は，通勤スタイル別に各駅各列車の通勤

者数と各駅各列車の課金額を乗じ，それらの和によって

算出する． 

 図-12 にケース毎の課金後における利用者均衡配分 

(UEpricing) でのユーザーコストを示す．スケジュールコ

ストは各列車の乗客数によらないため，各グラフの差は

混雑コストの差を表している．したがって，在宅勤務が

増加することで全列車において混雑コストが減少したと

いえる． 

 表-5 にケース毎の課金分の総料金収入を示す．UE と

SO ともに，コロナ前を表すシナリオ 0 の方がポストコ

ロナを表すケース1-2，ケース1-3に比べて総料金収入が

UEでは 600万円，SOでは 500万円ほど大きい．コロナ

前は在宅勤務の割合が低く，ポストコロナに比べて総通

勤者数（総需要）が多いことから混雑も悪化する．時間

帯別課金額は式 (32) と式 (33) より混雑率に依存するため，

コロナ前の方が総料金収入は大きいと考えられる．また，

ケース 1-3の方がケース 1-2に比べて百分率が 2%ほど小

さい．時間帯別課金額は式 (32) と式 (33) より各駅間の移

動時間 𝜏𝑖  の和に依存するため，郊外駅の総通勤者数

（総需要）がケース 1-2 よりも少ないケース 1-3 の方が

総料金収入は小さくなると考えられる．このことから，

郊外における在宅勤務が増加するほど，課金収入が小さ

くなっていると考えられる． 

 

(3) シナリオ2：フレックス通勤者が増加する場合 

 シナリオ 2では，フレックス通勤者が増加する場合を

考え，Slope Modelに従う通勤者の割合が増加することで

それを表す．シナリオ 2の比較条件として，実社会の変

化を考慮したケースを表-6のように設定する．シナリオ

0，ケース2-2の設定は，時差通勤に関する調査結果に基

づく 1)．ケース 2-3 の設定は，極端にフレックス通勤者

が増加する状況として，シナリオ 0と通勤スタイル毎の

総通勤者数（総需要）の割合が正反対になるように定め

る．ケース間での比較を簡単にするために，全ケースに

おいて 𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 と 𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 の合計を 10000 とする．混雑率

指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 の値は全ケースで 0.4とする． 

シナリオ 2では，ケース 2-2の結果のみを示す．図-13

に課金前における利用者均衡配分 (UE) の到着時刻分布，

図-14 に課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) の到

着時刻分布，図-15 に課金後における各駅各列車の混雑

率，図-16 に通勤スタイル別の時間帯別課金分布を示す．

また，到着時刻分布には列車毎のユーザーコスト (User 

Cost) も通勤スタイル別に示す．シナリオ 0と同様，通勤

スタイル毎に選択する列車に明確な違いが見られた．シ

ナリオ 0とケース 2-2で選択される列車の数は同じだが，

フレックス通勤者が増加したことで目的地に早い時刻に

表-5 シナリオ 1：課金分の総料金収入 

 

配分モデル 比較項目 
ケース 

シナリオ 0 1-2 1-3 

UE 
総料金収入(Yen) 17,612,869 11,821,188 11,465,630 

コロナ前（シナリオ 0）の総料金収入を100%とした場合の百分率(%) 100 67.1 65.1 

SO 
総料金収入(Yen) 14,877,389 10,015,573 9,771,036 

コロナ前（シナリオ 0）の総料金収入を100%とした場合の百分率(%) 100 67.3 65.7 

 

 

 

図-12 シナリオ 1：課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) 

でのユーザーコスト 
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到着する列車の乗客数が増加し，1 列車あたりの最大乗

客数が UEでは 200人程度，UEpricingでは 100人程度減

少した．課金額が各駅で 10 円程度安いのはこの影響で

あると考えられる． 

 

 

図-13 ケース 2-2：課金前における利用者均衡配分 (UE) の 

到着時刻分布 

 

 

 

図-14 ケース 2-2：課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) 

の到着時刻分布 

 

表-6 シナリオ2の分析ケース 

 

ケース 実社会の変化 
各出発駅の  

𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 と 𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 の人数 

シナリオ 0 

コロナ前： 

全駅で， 

出社時間が決まっている通勤者：フレックス通勤者 = Step : Slope = 75% : 25% 

Step : Slope = 7500 : 2500 

2-2 

ポストコロナの想定： 

フレックス通勤者が全駅で 11%増加する 

→全駅で， 

出社時間が決まっている通勤者：フレックス通勤者 = Step : Slope = 64% : 36% 

Step : Slope = 6400 : 3600 

2-3 

ポストコロナの想定： 

フレックス通勤者が全駅で 50%増加する 

→全駅で， 

出社時間が決まっている通勤者：フレックス通勤者 = Step : Slope = 25% : 75% 

Step : Slope = 2500 : 7500 

 

 

 

図-15 ケース 2-2：課金後における各駅各列車の混雑率 

 

 

 

図-16 ケース 2-2：通勤スタイル別の時間帯別課金分布 

※Step ModelとSlope Modelのそれぞれがこの分布となる 
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次に，評価指標に基づいてケース間での比較を行い，

フレックス通勤者が増加する場合に起こり得る変化を考

える． 

図-17 にケース毎の課金後における利用者均衡配分 

(UEpricing) でのユーザーコストを示す．フレックス通勤

者の割合が増加するほど目的地に早い時刻に到着する列

車のユーザーコストは増加し，希望到着時刻付近に到着

する列車のユーザーコストは減少している．したがって，

通勤者の出発時刻選択行動の変化を視覚的に捉えられる． 

表-7 にケース毎の課金分の総料金収入を示す．UE と

SO ともに，コロナ前を表すシナリオ 0 の方がポストコ

ロナを表すケース2-2，ケース2-3に比べて総料金収入が

UEでは 30~100万円，SOでは 6~40万円ほど大きい．ま

た，ケース 2-3の方がケース 2-2に比べて百分率がUEで

は 6%，SOでは 2%ほど小さい．フレックス通勤者が増

加することで各列車の混雑率の平準化が起こり，それに

伴い混雑率に依存する時間帯別課金額が減少する．した

がって，フレックス通勤者が増加することで総料金収入

が小さくなると考えられる．ケース 2-3 では極端な例と

してフレックス通勤者が大幅に増加する場合を考慮した

ものの，コロナ前に比べて大幅に総料金収入が小さくな

ることはなかった．これは，在宅勤務のように通勤者数

（需要）そのものが減少するわけではないためであると

考えられる． 

 

(4) シナリオ3：混雑に対する抵抗感が増加する場合 

 シナリオ 3では，混雑に対する抵抗感が増加する場合

を考え，混雑率指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 の値が増加す

ることによって表現する．比較条件として，実社会の変

化を考慮したケースを表-8のように設定する．ケース 3-

2 の設定は，鉄道混雑に関するアンケート結果に基づく
2)．ケース 3-3の設定は，シナリオ 0と比較がしやすいよ

うに 𝜃 の値を 2倍の 0.8にした．ケース間での比較を簡

単にするために，全ケースにおいて各出発駅の総通勤者

数（総需要）𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 を 7500， 𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒  を 2500とする． 

シナリオ 3では，ケース 3-3の結果のみを示す．図-18

に課金前における利用者均衡配分 (UE) の到着時刻分布，

図-19 に課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) の到

着時刻分布，図-20 に課金後における各駅各列車の混雑

率，図-21 に通勤スタイル別の時間帯別課金分布を示す．

また，到着時刻分布には列車毎のユーザーコスト (User 

Cost) も通勤スタイル別に示す．シナリオ 0と同様，通勤

スタイル毎に選択する列車に明確な違いが見られた．シ

ナリオ 0よりもケース 3-3の方が選択される列車が多い

表-7 シナリオ 2：課金分の総料金収入 

 

配分モデル 比較項目 
ケース 

シナリオ 0 2-2 2-3 

UE 
総料金収入(Yen) 17,612,869 17,309,534 16,356,412 

コロナ前（シナリオ 0）の総料金収入を100%とした場合の百分率(%) 100 98.3 92.9 

SO 
総料金収入(Yen) 14,877,389 14,813,063 14,472,778 

コロナ前（シナリオ 0）の総料金収入を100%とした場合の百分率(%) 100 99.6 97.3 

 

表-8 シナリオ3の分析ケース 

 

ケース 実社会の変化 混雑率指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 (/hr ∙ %2) 

シナリオ 0 コロナ前 0.4 

3-2 
ポストコロナの想定： 

混雑に対する抵抗感がコロナ前から13%増加する 
0.45 

3-3 
ポストコロナの想定： 

混雑に対する抵抗感がコロナ前から2倍に増加する 
0.8 

 

 

 

図-17 シナリオ 2：課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) 

でのユーザーコスト 
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ことから，通勤者は混雑を避けるために大幅な早着や遅

着になり得る列車も積極的に選択していることがわかる． 

次に，評価指標に基づいてケース間での比較を行い，

混雑に対する抵抗感が増加する場合に起こり得る変化を

考える． 

図-22 にケース毎の課金後における利用者均衡配分 

(UEpricing) でのユーザーコストを示す．シナリオ 3 では

混雑率指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 の値を変化させること

で直接的に混雑コストを変化させている．ケース 3-2，

ケース 3-3ではシナリオ 0よりも混雑コストが大きくな

るため，混雑が平準化されているにもかかわらずユーザ

ーコストが大きく表れると考えられる． 

表-9 にケース毎の課金分の総料金収入を示す．UE と

SO ともに，コロナ前を表すシナリオ 0 の方がポストコ

ロナを表すケース3-2，ケース3-3に比べて総料金収入が

UEでは 110~470万円，SOでは 90~330万円ほど大きい．

また，ケース 3-3の方がケース 3-2に比べて百分率がUE

では 20%，SO では 15%ほど小さい．時間帯別課金額は

 

 

図-18 ケース 3-3：課金前における利用者均衡配分 (UE) の 

到着時刻分布 

 

 

 

図-19 ケース 3-3：課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) 

の到着時刻分布 

 

 

 

図-20 ケース 3-3：課金後における各駅各列車の混雑率 

 

 

 

図-21 ケース 3-3：通勤スタイル別の時間帯別課金分布 

※Step ModelとSlope Modelのそれぞれがこの分布となる 

 

 

 

図-22 シナリオ 3：課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) 

でのユーザーコスト 
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式 (32) と式 (33) より混雑率に依存するため，混雑に対す

る抵抗感が増加することで混雑を回避し，混雑率が低下

することから， 𝜃 の値が大きいケース 3-3の方が総料金

収入は小さくなると考えられる．つまり，混雑に対する

抵抗感が増加することは混雑課金（時間帯別課金）の文

字通り，総料金収入が小さくなることを意味する． 

 

(5) 実路線への適用 

前節までは，出発駅が 6駅・目的地駅が 1駅（多対一）

の単一方向路線においてシナリオ毎に分析を行ったが，

本節では，構築したモデルを実路線へ適用することを試

みる．モデルの枠組みを活かすために，多対一の状況を

当てはめやすい路線として西武新宿線を対象とする．西

武新宿線は相互直通運転をしておらず，朝ラッシュ時間

帯の上り列車ではほとんどの乗客が高田馬場・西武新宿

で降りるような首都圏鉄道路線である． 

 実路線とモデルの対応関係は以下の通りである． 

・ 分析対象路線：西武新宿線 

・ 分析対象区間：小平～西武新宿 

 出発駅（郊外～都心）：小平～下落合（17 駅） 

 目的地駅：高田馬場と西武新宿を 1 駅として

仮定 

・ 各出発駅の総通勤者数（総需要）： 

 2015年の大都市交通センサスデータの鉄道OD

調査（定期券）を用い，乗車駅コードが出発

駅，降車駅コードが目的地駅（高田馬場また

は西武新宿）となる乗客を抽出 

 始発からAM9:59の間に降車駅に到着する乗客

を抽出 

 対象区間のうち最も郊外の小平駅以降からの

乗客は，すべて小平駅の総需要と仮定 

・ パラメータの数値は表-3に従う 

・ 列車の運行間隔，駅間の移動時間，定員は時刻表

を基に設定 

モデルを実路線へ適用するために，上記の対応関係と

表-10 に示した分析条件に従う．実社会の変化を考慮し

たケースを表-11のように設定し，比較する．ケース 4-2

の設定は，ポストコロナの状況がコロナ前に比べて最も

大きく変化する場合を想定している．各ケースにおける

各出発駅の通勤者数（需要）は表-12に示す． 

実路線への適用では，ケース 4-2 の結果のみを示す．

図-23に課金前における利用者均衡配分 (UE) の到着時刻

分布，図-24に課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) 

の到着時刻分布，図-25 に通勤スタイル別の時間帯別課

金分布を示す．また，到着時刻分布には列車毎のユーザ

表-9 シナリオ 3：課金分の総料金収入 

 

配分モデル 比較項目 
ケース 

シナリオ 0 3-2 3-3 

UE 
総料金収入(Yen) 17,612,869 16,490,330 12,918,344 

コロナ前（シナリオ 0）の総料金収入を100%とした場合の百分率(%) 100 93.6 73.3 

SO 
総料金収入(Yen) 14,877,389 13,960,067 11,623,287 

コロナ前（シナリオ 0）の総料金収入を100%とした場合の百分率(%) 100 93.8 78.1 

 

 

表-10 実路線への適用における分析条件 

 

分析条件  

出発駅の数 17 

列車の運行間隔 0.05 (3 分) 

駅間の移動時間 𝜏𝑖 0.05 (3 分) 

列車の定員 𝑘𝑗  1500 

対象とする列車の運行時間帯 AM7:00~AM8:30 (合計32本) 

希望到着時刻 𝑎∗ AM9:00 

混雑率指数 𝐶   175.82 Yen/hr ∙ %2 

 

表-11 実路線への適用における分析ケース 

 

ケース 実社会の変化 

シナリオ 0 

コロナ前： 

・Step ModelとSlope Modelの割合を 75% : 25%とする 

・混雑率指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 の値を 0.4とする 

4-2 

ポストコロナの想定： 

・在宅勤務が増加し，全駅の需要がコロナ前から 20%減少する 

→土木計画学委員会が実施した在宅勤務の割合に関するアンケート結果 1)より（コロナ終息後） 

・フレックス通勤者が 11%増加し，Step ModelとSlope Modelの割合が64% : 36%となる 

→土木計画学委員会が実施した時差通勤の割合に関するアンケート結果 1)より（コロナ終息後） 

・混雑に対する嫌悪感がコロナ前から 13%増加する（混雑率指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 の値を0.45とする） 

→国土交通省が実施した混雑回避の意識の変化に関するアンケート結果 2)より 
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ーコスト (User Cost) も通勤スタイル別に示す．これらの

図より，駅数や各駅の需要が増加した場合でも前節まで

のシナリオ分析と同様に通勤スタイル毎に選択する列車

に明確な違いが見られた．ただし，Step Model 通勤者が

多い時刻とSlope Model通勤者が多い時刻が繰り返し交互

に発生することはシナリオ分析では確認できなかった新

しい現象である． 

次に，評価指標に基づいてケース間での比較を行い，

需要構造の変化が実路線に与える影響を考える． 

図-26 にケース毎の課金後における利用者均衡配分 

(UEpricing) でのユーザーコストを示す．ケース4-2もシナ

リオ3と同様，混雑率指数 𝐶   のパラメータ 𝜃 の値を変

化させることで直接的に混雑コストを変化させている．

そのためケース 4-2ではシナリオ 0よりも混雑コストが

大きくなるため，混雑が平準化されているにもかかわら

ずユーザーコストが大きく表れると考えられる． 

表-13にケース毎の課金分の総料金収入を示す．UEと

SO ともに，コロナ前を表すシナリオ 0 の方がポストコ

ロナを表すケース 4-2に比べて総料金収入がUEでは 320

万円，SOでは310万円ほど大きい．通勤者の出発時刻選

択行動に大きな変化が起こる場合には，鉄道事業者は

DP を導入しても追加の収入はコロナ前に導入した場合

の約半分になることから，運賃収入減少の補填として

DP を導入したとしても鉄道事業者の収入減少は避けら

れないと考えられる． 

 

5. 結論と今後の課題 

 

(1) 結論 

表-12 各出発駅の通勤者数（需要） 

 

駅名 駅番号 
シナリオ 0 ケース 4-2 

Step Slope Step Slope 

下落合 Station 17 （都心寄り） 1425 475 973 547 

中井 Station 16 600 200 410 230 

新井薬師前 Station 15 1875 625 1280 720 

沼袋 Station 14 2325 775 1587 893 

野方 Station 13 2400 800 1638 922 

都立家政 Station 12 2175 725 1485 835 

鷺ノ宮 Station 11 3975 1325 2714 1526 

下井草 Station 10 2850 950 1946 1094 

井荻 Station 9 2550 850 1741 979 

上井草 Station 8 1800 600 1229 691 

上石神井 Station 7 5025 1675 3430 1930 

武蔵関 Station 6 3900 1300 2662 1498 

東伏見 Station 5 2550 850 1741 979 

西武柳沢 Station 4 2550 850 1741 979 

田無 Station 3 6600 2200 4506 2534 

花小金井 Station 2 6000 2000 4096 2304 

小平 Station 1 （郊外寄り） 25500 8500 17408 9792 

 

 

 

図-23 ケース 4-2：課金前における利用者均衡配分 (UE) の 

到着時刻分布 

 

 

 

図-24 ケース 4-2：課金後における利用者均衡配分 (UEpricing) 

の到着時刻分布 
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本研究では，COVID-19の流行に伴う需要構造の変化 

を念頭に置いた都市鉄道の DP の検討を目的とし，都市

鉄道通勤者の通勤スタイルに合わせた出発時刻選択モデ

ルとマルチクラス交通均衡配分モデルによるシミュレー

ションシステムを構築した．  

構築したモデルを用いてポストコロナの都市鉄道通勤者

において想定され得る変化を考慮した時間帯別課金シミ

ュレーションを行い，到着時刻分布と時間帯別課金分布

を出力した．その結果，需要構造の変化に応じて通勤者

が選択する列車に変化が見られ，時間帯別課金額も変動

することが確認された．具体的に以下の結果が示された． 

・ 在宅勤務が増加する場合（シナリオ 1）には，各列

車の混雑率の平準化が促進され，鉄道事業者の混

雑課金分の総料金収入は減少する．そうした中で

混雑の平準化を目指す場合には，沿線一体で在宅

 

 

図-26 実路線への適用：課金後における利用者均衡配分 

(UEpricing) でのユーザーコスト 

 

 

図-25 ケース 4-2：通勤スタイル別の時間帯別課金分布 

※Step ModelとSlope Modelのそれぞれがこの分布となる 

 

表-13 実路線への適用：課金分の総料金収入 

 

配分モデル 比較項目 
ケース 

シナリオ 0 4-2 

UE 
総料金収入(Yen) 71,047,362 39,410,344 

コロナ前（シナリオ 0）の総料金収入を100%とした場合の百分率(%) 100 55.5 

SO 
総料金収入(Yen) 66,525,361 35,625,315 

コロナ前（シナリオ 0）の総料金収入を100%とした場合の百分率(%) 100 53.6 
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勤務の実施率を上げる方が郊外だけで実施率を上

げるよりも効果的である．また，鉄道事業者の総

料金収入は，在宅勤務が増加するほど減少する． 

・ フレックス通勤者が増加する場合（シナリオ 2）に

は，各列車の混雑率の平準化が促進され，鉄道事

業者の混雑課金分の総料金収入は減少する．ただ

し，通勤者数そのものが減少するわけではないた

め，大規模に混雑の平準化を目指すことは必ずし

もできない． 

・ 混雑に対する抵抗感が増加する場合（シナリオ 3）

には，文字通り混雑を回避する傾向が高まるため，

混雑率の平準化が促進され，鉄道事業者の混雑課

金分の総料金収入も減少する． 

 こうしたシナリオ毎の基本特性分析に加えて，構築し

たモデルの実路線への適用を考えるため，本研究ではさ

らに西武新宿線の一部区間を具体的に想定して到着時刻

分布と時間帯別課金分布のシミュレーションを行った．

結果は基本特性分析の場合と同様になり，実際の規模で

も分析が可能であることを示すことができた． 

 

(2) 今後の課題 

今後の課題として以下の 3点を挙げる． 

1 点目は，本研究のモデル構築で設定した分析対象路

線が現実の状況を再現しきれていないことである．本研

究で構築したモデルは，複数の郊外駅から単一の都心駅

に向かう多対一の単一方向路線 (Many to One Railway Line) 

を想定しているが，実際の都市鉄道においてこのような

路線は少ない．一般的には，複数の出発駅から複数の都

心駅（目的地駅）に向かうため，多対多の鉄道路線 

(Many to Many Railway Line) がより現実的なネットワーク

設定である．そうした，多対多の鉄道路線を想定したモ

デルへの拡張が必要であると考えられる． 

2 点目は，時間帯別課金シミュレーションにおけるス

ケジュールコストのパラメータに COVID-19流行前のデ

ータからの推定値を用いたことである．本研究で用いた

スケジュールコストのパラメータは，Xie and Fukuda 

(2014)12)で推定されたものである．この推定結果は 2010

年の大都市交通センサスを基にしているため，COVID-

19 流行前のデータを用いている．そのため，コロナ禍

での通勤者の行動を把握できるデータ（例えば，2021年

秋から冬に実施された最新の大都市交通センサスのデー

タ等）を効果的に用いることで，より現実的妥当性の高

い分析が行えると考えられる．  

3点目は，本研究で導出した時間帯別課金額 (First-Best-

Pricing) を実際に鉄道会社が通勤者に課すことは難しい

ことである．FBPは各通勤スタイル・各通勤者の出発駅

と選択した列車（出発時刻）に応じて決定されるため，

通勤者一人一人に別々の運賃を課すことになる．この運

賃体系で課金額を徴収するためには少なくとも複雑なシ

ステムを導入する必要があり，現実的ではない．そのた

め，課金額を駅や時間帯で同一に設定するような，より

現実的に課金額を設定するような次善課金 (Second-Best-

Pricing) の理論に基づいた時間帯別課金の検討 18) が必要で

あると考えられる． 

 

 

付録Ⅰ. 利用者均衡条件と数理最適化問題の等価

性の証明 

 

制約条件付き非線形最適化問題（式 (18) - (20)）の最適

性条件であるKKT (Karush-Kuhn-Tucker) 条件を調べること

で，等価な最適化問題の解が利用者均衡を満足すること

を以下に示す． 

制約条件付き非線形最適化問題（式 (18) - (20)）を式 

(Ⅰ.1) で表されるラグランジュ関数として再定義するこ

とによって，非負制約式以外に制約条件を持たない 

𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

, 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 に関する最適化問題に置き換える． 

𝐿(𝒏, 𝝀) =  (𝒏) +∑𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 −∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝐽

𝑗=1

)

𝑅

𝑟=1
 

+∑𝜆𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 (𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 −∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝐽

𝑗=1

)

𝑅

𝑟=1

(Ⅰ. 1)
 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

≥ 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 2) 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

≥ 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 (Ⅰ. 3) 

ラグランジュ関数 𝐿(𝒏, 𝝀)（式 (Ⅰ.1) ）の一次の最適性条

件はKKT条件より，式 (Ⅰ.4) - (Ⅰ.6) になる． 

𝑛𝑗
𝑟,𝑏 𝜕𝐿(𝒏, 𝝀)

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑏 = 0,  𝑛𝑗

𝑟,𝑏 ≥ 0,  ∀𝑏,  ∀𝑟,  ∀𝑗 (Ⅰ. 4)
 

式 (Ⅰ.4) は，式 (Ⅰ.4a) と式 (Ⅰ.4b) で表される． 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 𝜕𝐿

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 = 0,  𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝
≥ 0,  ∀𝑟,  ∀𝑗 (Ⅰ. 4a)

 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 𝜕𝐿

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 = 0,  𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒
≥ 0,  ∀𝑟,  ∀𝑗 (Ⅰ. 4b)

 

 

𝜕𝐿(𝒏, 𝝀)

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑏 ≥ 0,  𝑛𝑗

𝑟,𝑏 ≥ 0,  ∀𝑏,  ∀𝑟,  ∀𝑗 (Ⅰ. 5)
 

式 (Ⅰ.5) は，式 (Ⅰ.5a) と式 (Ⅰ.5b) で表される． 

𝜕𝐿

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 ≥ 0,  𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝
≥ 0,  ∀𝑟,  ∀𝑗 (Ⅰ. 5a)

 

𝜕𝐿

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

≥ 0,  𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

≥ 0,  ∀𝑟,  ∀𝑗 (Ⅰ. 5b)
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𝜕𝐿(𝒏, 𝝀)

𝜕𝜆𝑟,𝑏
= 0,  ∀𝑏,  ∀𝑟 (Ⅰ. 6) 

式 (Ⅰ.6) は，式 (Ⅰ.6a) と式 (Ⅰ.6b) で表される． 

𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 −∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝐽

𝑗=1

= 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝(Ⅰ. 6a)
 

𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 −∑𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝐽

𝑗=1

= 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒
 

(Ⅰ. 6b) 

 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 に関する 𝐿(𝒏, 𝝀)（式 (Ⅰ. 1) ）の偏導関数は， 

𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 𝐿(𝒏, 𝝀) =

𝜕 (𝒏)

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 

+
𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝∑𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 −∑𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝐽

𝑗=1

)

𝑅

𝑟=1
 

+
𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝∑𝜆𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 (𝑞𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 −∑𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝐽

𝑗=1

)

𝑅

𝑟=1

,
 

 ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 7) 

ここに， 

式 (Ⅰ. 7) の第 1項は， 

𝜕 (𝒏)

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝  

=
𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝∑∑∫ 𝑔𝑗(𝜔)𝜏𝑖𝑑𝜔

∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝𝑖

𝑚=1 +∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒𝑖

𝑚=1

0

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑖=1
 

+
𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝∑∑𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑅

𝑟=1

𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝐽

𝑗=1

 +
𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝∑∑𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑅

𝑟=1

𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝐽

𝑗=1

,

∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 8)

 

 

式 (Ⅰ. 8) の第 1項は， 

𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝∑∑∫ 𝑔𝑗(𝜔)𝜏𝑖𝑑𝜔

∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝𝑖

𝑚=1 +∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒𝑖

𝑚=1

0

𝐽

𝑗=1

𝑅

𝑖=1
 

= ∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

) 𝜏𝑖 ,

 ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 9)
 

式 (Ⅰ. 8) の第 2項は， 

𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝∑∑𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑅

𝑟=1

𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝐽

𝑗=1

= 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

,

 ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 10)
 

式 (Ⅰ. 8) の第 3項は，= 0 となるので省略可能． 

 

𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 は 𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 の関数ではないため，式 (Ⅰ. 7) の第 2項

は， 

𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝∑𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (𝑞𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 −∑𝑛𝑗

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝐽

𝑗=1

)

𝑅

𝑟=1

= −𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝,  
 

∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 11) 

式 (Ⅰ. 7) の第 3項は，= 0 となるので省略可能． 

 

したがって，ラグランジュ関数 𝐿(𝒏, 𝝀)（式 (Ⅰ. 1) ）の

偏導関数は， 

𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 𝐿(𝒏, 𝝀) = 

∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

) 𝜏𝑖 + 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 

−𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 ,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 12) 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 の場合も同様にして，ラグランジュ関数 𝐿(𝒏, 𝝀)

（式 (Ⅰ. 1) ）の偏導関数は， 

𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 𝐿(𝒏, 𝝀) = 

∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

) 𝜏𝑖 + 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 

−𝜆𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 ,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 (Ⅰ. 13) 

 

Step Modelに関する式 (Ⅰ. 4a) と式 (Ⅰ. 5a) は以下を意味

する． 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

> 0 のとき， 

𝜕𝐿

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 = 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 14)
 

 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

= 0 のとき， 

𝜕𝐿

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 > 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  

𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 15)
 

ここに， 

𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 𝐿(𝒏, 𝝀) = 
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∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

) 𝜏𝑖 + 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 

−𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 = 𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

− 𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝,  

∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 16) 

よって，式 (Ⅰ. 14) と式 (Ⅰ. 15) は以下で表される． 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

> 0 のとき， 

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

− 𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 = 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 17) 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

= 0 のとき， 

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

− 𝜆𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 > 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝 (Ⅰ. 18) 

 

Slope Modelに関する式 (Ⅰ. 4b) と式 (Ⅰ. 5b) は以下を意味

する． 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

> 0 のとき， 

𝜕𝐿

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 = 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  

𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 (Ⅰ. 19)
 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

= 0 のとき， 

𝜕𝐿

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 > 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  

𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 (Ⅰ. 20)
 

ここに， 

𝜕

𝜕𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 𝐿(𝒏, 𝝀) = 

∑𝑔𝑗

𝑅

𝑖=𝑟

(∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑡𝑒𝑝

𝑖

𝑚=1

+ ∑ 𝑛𝑗
𝑚,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

𝑖

𝑚=1

) 𝜏𝑖 + 𝑉𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 

    − 𝜆𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 = 𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

− 𝜆𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒  

∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 (Ⅰ. 21) 

よって，式 (Ⅰ. 19) と式 (Ⅰ. 20) は以下で表される． 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

> 0 のとき， 

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

− 𝜆𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 = 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒(Ⅰ. 22) 

𝑛𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

= 0 のとき， 

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

− 𝜆𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒 > 0,  ∀𝑟 ∈  ,  ∀𝑗 ∈  𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒(Ⅰ. 23) 

 

式  (Ⅰ. 17 ) と式  (Ⅰ. 22 ) において，𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 と 

𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 は Step Modelと Slope Modelそれぞれにおける 𝑟 

駅を出発する列車 𝑗 に乗る乗客 1人あたりのユーザーコ

ストであるので，Step Modelと Slope Modelそれぞれにお

いて利用される列車 (𝑛𝑗
𝑟,𝑏 > 0) のユーザーコストはす

べて 𝜆𝑟,𝑏 に等しいことを意味する． 

式 (Ⅰ. 18) と式 (Ⅰ. 23) において，𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑡𝑒𝑝

 と 𝑈𝐶𝑗
𝑟,𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 

は Step Modelと Slope Modelそれぞれにおける 𝑟 駅を出発

する列車 𝑗 に乗る乗客 1人あたりのユーザーコストであ

るので，𝜆𝑟,𝑏 は，Step Modelと Slope Modelそれぞれにお

いて利用されない列車 (𝑛𝑗
𝑟,𝑏 = 0) のユーザーコストよ

り小さいかせいぜい等しいことを意味する． 

 すべての列車のユーザーコストは 𝜆𝑟,𝑏  より小さくな

ることはないから，𝜆𝑟,𝑏 は Step Modelと Slope Modelそれ

ぞれにおける 𝑟 駅を出発する列車の最小のユーザーコス

ト(= 𝑈𝐶𝑟,𝑏) と解釈できる．したがって，式 (12) と式 

(15) で表される利用者均衡条件の式と一致するため，等

価な最適化問題の解が利用者均衡を満足することが示さ

れた． 

 

 

付録Ⅱ. 最適化問題の解の一意性の証明 

 

 式 (18) - (20) で表される利用者均衡条件と等価な数理最

適化問題の解の一意性を証明する． 

最適化問題の解が一意であるためには，制約条件式に

よって示される変数の実行可能領域が凸で，かつ，目的

関数が狭義の凸関数であることが証明されればよい 13)．

制約条件式は式 (19) と式 (20) より，すべて線形であるこ

とから変数の実行可能領域の凸性は保証される．目的関

数が狭義の凸関数であることを証明するには，通勤者数

に関する Hessian 行列が正定値行列になっていることを

調べればよい． 

目的関数（式 (18)）のHessian行列は以下で表される． 

∇2𝑧(𝒏) = 

[
 
 
 
 
 
 
 
 

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝
2

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝𝜕𝑛12𝑠𝑡𝑒𝑝

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛12𝑠𝑡𝑒𝑝𝜕𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛12𝑠𝑡𝑒𝑝
2

 

 

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛11𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒𝜕𝑛𝐽𝑅𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒

 

⋮            ⋮

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛𝐽𝑅𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒𝜕𝑛11𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒
                

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛𝐽𝑅𝑠𝑙𝑜𝑝𝑒
2

]
 
 
 
 
 
 
 
 

 

(Ⅱ. 1) 

式 (Ⅱ.1) の 2次の主小行列式は次式で与えられる． 
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|
|

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝
2

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝𝜕𝑛12𝑠𝑡𝑒𝑝

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛12𝑠𝑡𝑒𝑝𝜕𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛12𝑠𝑡𝑒𝑝
2

|
|

 

=
𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝
2

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛12𝑠𝑡𝑒𝑝
2  

−
𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛12𝑠𝑡𝑒𝑝𝜕𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝

𝜕2𝑧(𝒏)

𝜕𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝𝜕𝑛12𝑠𝑡𝑒𝑝 

=
𝑑𝑔𝑗(𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝)

𝑑𝑛11𝑠𝑡𝑒𝑝
𝜏1 (Ⅱ. 2) 

式 (Ⅱ.2) 中の 𝑔𝑗(∙) は単調増加関数であるため，その微

分は常に正となる．また，目的関数の Hessian 行列はブ

ロック対角行列であり，常に正定値となる．よって，目

的関数（式 (18)）は狭義の凸関数となっており，最小解

の一意性が証明された． 
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SIMULATING TIME-VARYING FARE POLICY OF URBAN RAIL TRANSIT 

CONSIDERING STRUCTURAL CHANGES IN PASSENGER DEMAND 

 

Satoru KIMURA and Daisuke FUKUDA 

 
In this study, the impact of introducing time-varying fare during rush hour was analyzed by simulation, 

assuming structural changes in the demand for commuter rail in urban areas in the post-COVID-19. In the 

simulation, a departure time choice and passenger demand equilibrium assignment model for commuters 

with two different commuting styles and a system optimal assignment model for deriving the first best 

pricing were constructed. Simulation results under three post-COVID-19 scenarios ((1) increase in telework, 

(2) increase in flexible work hour, and (3) increase in resistance to congestion) confirmed that the total fare 

revenue for charges obtained by congestion rates and time-varying fare changed from before COVID-19. 

The model was applied to a real line (Seibu Shinjuku Line) to indicate possible future changes in commuters’ 

departure time choice behavior. 
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